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 中国四国最大の経済圏である広島地域の産業を支える事業を展開

 広島都市圏内の交通需要が安定的な高速道路料金収入を支える

 豊富な産業拠点、観光資源の発展とともに、広島高速の利便性向上を求めるニーズが強い

広島市を中心とした経済面・生活面
で繋がりが強い「広島広域都市圏」
の人口は約230万人

中国四国最大の都市圏

平和記念公園、厳島神社、大和ミュー
ジアム等の魅力的な観光施設が豊富

広島県観光客の交通手段の6割が自
動車（自家用車、バス等）

※平成30年広島県観光客数の動向＜広島県HPより〉

豊富な観光資源

広島都市圏内の主な産業拠点

広島
西風新都
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 広島市北西部に位置し、住宅、工業、学校、研
究施設、公園が一体的に開発された一大拠点

 約150社の企業が進出、居住人口約54,000人
 広島市内中心部からは、広島高速4号線を利用

し、約15分

広島中央
サイエンス
パーク
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 東広島市に整備され、産学官の研究開発機関
が集積する中核的研究拠点

 広島市内からは、広島高速2号線と1号線、山
陽自動車道を利用し、約40分

多様な
産業団地

4
 商工センター地区（広島市）、佐伯工業団地（廿

日市市）、大竹港造成地（大竹市）等
 内陸部から湾岸地域まで四方に立地

豊富な産業団地、多数の企業・研究
機関が広島市・周辺自治体に立地

製造品出荷額：約10.2兆円
（中国・四国・九州地方で1位）

※平成30年工業統計表 ＜経済産業省HPより〉

中国四国地方最大の産業拠点
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2
高度な
技術集積

 広島市臨海部を中心として、自動車産業をはじ
めとする大手製造業やそのサプライヤーが数
多く立地し、古くから高度な技術が集積
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広島高速道路公社の事業環境

広島港

産業エリア

観光エリア

 

 

 

 HIROSHIMA AIRPORT 

広島空港



広島高速道路公社・広島高速道路公社債の特徴

 広島都市圏に基幹道路を整備することで地域経済の発展に貢献

 広島県・広島市の出資と国土交通省の認可を受けて設立

広島高速道路公社の特徴

 建設事業

整備計画における事業費ベースでは約96％、供用延長ベースでは約86％の事業が完了

 営業状況

利用者数は、平成26年3月の広島高速3号線Ⅲ期の供用開始以降も、着実に増加

広島高速道路の状況

 広島県・広島市による債務保証（BIS規制上のリスク・ウエイトは0％）

 未償還金残高の内、公的資金が59％、民間資金は41％（未償還金残高のうち、市場公募債残高は39％）

広島高速道路公社債の特徴
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 地域経済支援

指定都市高速道路の整備により、移動距離、時間の短縮や渋滞の軽減効果を通じて、広島都市圏における

人や物の流れの活性化を促進し、地域産業の競争力向上に貢献する。

 地域間ネットワークの構築

空港、港湾又は幹線道路等のアクセスの向上を図ることで、周辺都市も含めた生活圏域の拡大、ビジネスや

観光面における他都市とのさらなる連携強化を通じて、広島都市圏の中枢性の向上に寄与する。

広島高速道路公社債への投資意義
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広島高速道路事業とＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）との関連性

 広島高速道路公社は、国連で採択された「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」の趣旨に賛同し、事業活動を通じてSDGsの達成に貢

献していきます。

中期経営計画（2018-2020）

ネットワーク機能の強化

地域経済支援 地域間ネットワークの構築

 移動距離・時間の短縮

 交通渋滞の軽減

 広島都市圏における人や物の流れの活性化を
促進

地域産業の競争力向上に貢献

 空港、港湾又は幹線道路等のアクセスの向上

 周辺都市も含めた生活圏域の拡大

ビジネスや観光面における他都市との更なる
連携強化を通じて、広島都市圏の中枢性の
向上に寄与

適正な維持管理と老朽化対策・防災対策

災害に強い道づくり

 広島高速道路は、「重要物流道路（平常時・災害
時）」及び「第一次緊急輸送道路（災害時）」に指定

平常時・災害時を問わず、安定的な輸送の確
保及び緊急活動に貢献

該当する目標

（参考）ＳＤＧｓ「持続可能な開発目標」とは

 ＳＤＧｓ「持続可能な開発目標」とは、2015年9月の国連サ
ミットで全会一致で採択された、「誰一人取り残さない」持続
可能で多様性と包摂性のある社会の実現のための2030年
を年限とする17の国際目標（169のターゲット、232の指標）。

 国はＳＤＧｓ推進本部を設置し、2016年12月に実施指針を
策定。
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1. 概要
広島高速道路公社について

第1部 概要・業務内容

当公社は、地方道路公社法（昭和45年法律第82号）に基づき広島県、広島市により設立

された特別法人です。（平成9年6月3日設立）

当公社は、広島都市圏の交通体系の根幹となるネットワークを形成する指定都市高速

道路の新設・改築・維持管理を行っています。

また、指定都市高速道路と密接な関連のある道路の建設・管理や、国や地方公共団体

からの受託業務を行っております。

名称 広島高速道路公社（Hiroshima Expressway Public Corporation）

代表者 理事長 石岡 輝久

役職員数 71人（平成31年4月1日現在、非常勤役員2名を含む）

本社所在地 広島県広島市東区温品一丁目8番23号

基本金 82,807百万円（平成30年度末現在）

設立団体 広島県、広島市が各50％出資

根拠法 地方道路公社法

設立年月日 平成9（1997）年6月3日

目的

広島市の区域及びその周辺の地域において、その通行又は利用について、料金を徴収することがで
きる指定都市高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を総合的かつ効率的に行うこと等に
より、この地域の地方的な幹線道路の整備を促進して、交通の円滑化を図り、もって住民の福祉の
増進と産業経済の発展に寄与すること
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1. 概要
事業主体と有料道路の種類

第1部 概要・業務内容

事業主体

広島高速道路公社・広島高速道路の位置づけ

有料道路の種類

東日本高速道路株式会社

西日本高速道路株式会社

中日本高速道路株式会社

首都高速道路株式会社

阪神高速道路株式会社

地方公共団体

地方道路公社

本州四国連絡高速道路株式会社

指定都市高速道路公社

（広島、名古屋、福岡北九州）

一般有料道路

（一般国道、都道府県道、市町村道）

本州四国連絡高速道路

（一般国道）

都市高速道路

一般有料道路

（都道府県道、市町村道）

都市高速道路

一般有料道路

（一般国道、都道府県道、市町村道）

高速自動車国道
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1. 概要
設立団体及び国との関係

第1部 概要・業務内容

地方道路公社法に基づく主な認可、承認 認可者・任命者等

定款及び業務方法書の認可（第5条、第9条、第22条） 国土交通大臣

役員の任命（第13条） 広島県知事・広島市長

事業計画及び資金計画（第24条） 広島県知事・広島市長

財務諸表の提出（第26条） 広島県知事・広島市長

報告及び検査（第38条） 国土交通大臣又は広島県知事・広島市長

監督命令（第39条） 国土交通大臣又は広島県知事・広島市長

道路整備特別措置法（昭和31年法律第7号）に基づく認可 認可者・任命者等

整備計画に関する許可（第12条 第1項） 国土交通大臣

料金及び料金徴収期間の認可（第13条 第1項） 国土交通大臣

 地方道路公社法の定めにより、運営上重要な事項については、広島県・広島市及び国の承認等を受け事業を遂行

9



1. 概要
道路公社の解散

根拠法 地方道路公社法（第34条）

解散 業務の完了※により解散

借入金 借入金がある場合は、その債権者の同意が必要

解散の手続き
議会の議決後、設立団体である広島県及び広島市の同意を経て、
国土交通大臣の認可により解散

解散

※ 「業務の完了」とは、有料道路の整備の借入金の償還が完了し、有料道路を本来の道路管理者に引き渡し、近い将来再び有料道路事業を行う予定のない状態をいう。

10

第1部 概要・業務内容
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1. 概要
広島高速道路の整備効果

 広島高速道路の整備は、広島都市圏に高速道路ネットワークを構築して、高速性・定時性を確保することにより、都市機能の更なる

向上に貢献します。

→「交通の円滑化」をはじめとして、「利便性の向上」 「地域経済の振興」 「安全・環境」など多くの効果が考えられます。

第1部 概要・業務内容

交通の円滑化 拠点間の時間短縮 地域経済の振興 観光振興への貢献

 年間約6,504万人※の観光客が平和記念公園を初めとする広島県
内の観光施設を訪れています。

 観光客の内、約6割※が自家用車を利用しており、アクセス改善は
施設間移動の負担軽減につながります。

※ 平成30年広島県観光客数の動向＜広島県HPより＞

 広島高速道路がネットワーク化したことにより、主要な交通結節点
への交通アクセスがより強化されました。

 広島都市圏への玄関である、『広島空港』『広島駅』『広島港』など
への交通アクセスの改善は、観光やビジネスなどに波及効果が見
込めます。
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総観光来客数（万人：右軸） 観光消費額（億円：左軸）

広島県総観光客数及び観光消費額

広島高速3号線
による拠点間

時間短縮

区間2（平日朝ピーク時間帯（7時台）における所要時間）

国道2号+
西広島バイパス経由

約54分

区間1（平日朝ピーク時間帯（7時台）における所要時間）

※区間1 [通行料金（普通車ETC時間帯割引適用後）：海田大橋90円＋広島高速道路（仁保JCT～宇品）190円]

※区間2 [通行料金（普通車ETC時間帯割引適用後）：海田大橋90円＋広島高速道路（仁保JCT～都市高速観音）650円]

海田大橋+
高速3号線経由

約32分

西警察署
前交差点

日の出町
交差点

約22分

短縮

国道2号+
翠町仁保線経由

約36分

海田大橋+
高速3号線経由

約28分
約8分

短縮

広島港
日の出町
交差点



利便性の向上 地域医療サービスの向上

 広島市内にある3か所の救命救急センター※は、広島都心部に立
地していることから、周辺地域から広島高速道路を利用することに
より、一般道のみを利用する場合に比べ、時間短縮が可能となり
ます。

 数分を争う、緊急医療活動にも、広島高速道路は貢献しています。
※ 二次救急で対応できない複数診療科領域の重篤な患者に対し高度な医療技術を提供する

三次救急医療機関。

広島県内で7か所。《広島市内》広島大学病院、県立広島病院及び広島市民病院の3か所。
《広島市以外》国立病院機構呉医療センターと福山市民病院の2か所。その他地域救命救
急センターとしてJA広島総合病院と尾道総合病院の2か所。

広島市民病院

広島大学病院

県立広島病院
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1. 概要
広島高速道路の整備効果

第1部 概要・業務内容

安全・環境 災害に強い道づくり

 広島高速道路は、H7阪神・淡路大震災のような直下型の地震に対
しても、損傷が限定的なものにとどまり、機能の回復を速やかに行
うことができる性能を有しています。

 既存の開通区間は、地震発生時等に円滑かつ確実な緊急輸送を
実現するための骨格となる『第一次緊急輸送道路』※に指定されて
います。

 災害時には、山陽自動車道・中国自動車道などとともに、県外の
他都市及び広域都市圏相互の連携を図り緊急活動へ役立つこと
も期待されています。

※ 第一次緊急輸送道路：県庁所在地、地方中心都市及び重要港湾、空港、総合病院等を連
絡する道路

※ 広域的な災害支援に資する路線＜広島県HPより＞

広島高速道路



総事業費
4,000億円

2. 業務内容
整備計画

現行整備計画（平成28年12月国土交通大臣許可）について

 総延長29kmを総事業費4,000億円で令和2（平成32）年度末までに建設する計画です。

 平成9年度より整備を開始し、平成30年度末までに執行した事業費は約3,823億円（96％）です。

 現在建設中の高速5号線も着実に推進を図ります。

事業の進捗 資金計画

平成30年度までの事業費
約3,823億円（96％）

残事業費
約177億円（4％）

総事業費
4,000億円

総延長
29km

未供用路線
4.0km（14％）

出資金
870億
（22％）

無利子貸付金
1,270億
（32％）

民間等借入金
730億
（18％）

特別転貸債
1,130億
（28％）

第1部 概要・業務内容
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供用中路線 25.0km（86％）
H22.4.26 8.1km供用
H26.3.23 2.9km供用



2. 業務内容
高速道路建設事業の状況

第1部 概要・業務内容

令和元年度建設事業の状況

 広島高速5号線

事業費74億円をもって、トンネル工事等を実施します。

14

写真① 広島駅北口周辺（R1.7時点）

写真② NATMトンネル工事（中山側）（R1.7時点）

写真①

写真②
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供用延長距離（km）《右軸》 日平均通行台数（台）《左軸》 日平均料金収入（千円）《左軸》

2. 業務内容
通行台数・料金収入・供用延長の推移

第1部 概要・業務内容

日平均通行台数・料金収入
（台・千円）

供用延長距離
（km）

平成30年度（4月～3月）

日平均通行台数 71,379台（0.5％増※）、日平均料金収入 33,200千円（1.3％増※）
 平成22年4月に広島高速2号線及び3号線Ⅱ期、平成26年3月に広島高速3号線Ⅲ期と、新規路線の供用開

始後、通行台数・料金収入ともに増加。

15

ポイント 各路線がつながり大幅な収入増

※ 前年度の日平均と比較した場合



3. 経営理念及び中期経営計画
経営理念

第1部 概要・業務内容

広域的な経済活動と安全・安心な暮らしを支える道路サービスを持続的かつ効率的に提供し、

活力とにぎわいのある広島都市圏への発展に貢献します。

経
営
理
念

 サービス業としての意識・実践

 社会的責任の意識・実践

 経営を支えるコスト意識・実践

 社会情勢の変化への的確かつ柔軟な対応

 社会に信頼される組織づくり

行動指針

質の高い

高速道路ネットワークの提供

お客様に満足していただける

道路サービスの提供
強固な経営基盤の構築

経営コンセプト1 経営コンセプト2 経営コンセプト3

16



①高速５号線整備

②ネットワーク機能のさらなる発揮に向けた検討

中期経営計画（2018-2020）

3. 経営理念及び中期経営計画
中期経営計画（2018-2020）
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第1部 概要・業務内容

 ネットワーク機能の強化を図るため、高速５号線の整備を着実に進めます。

 安全・安心な走行環境を保つため、供用路線の維持管理についてより一層の適正化と、災害対応力の向上を図ります。

 お客様満足度の向上を目指し、もっと便利で快適な道路サービスを追求します。

 経営基盤のより一層の強化を図りつつ、公社の社会的な責任を果たすための活動を推進します。

計画期間の
経営方針

施策展開

重点施策１ ネットワーク機能の強化

③道路構造物の定期点検の着実な実施

④広島高速道路公社インフラ長寿命化計画の修正・改定

⑤高架橋からの落下物被害防止

⑥緊急輸送道路としての防災機能の強化
（災害に強い道づくり）

⑦事故多発箇所を中心とした事故削減対策の実施

⑧逆走・誤進入対策の実施

⑨災害対応力の向上

重点施策２ 適正な維持管理と老朽化対策・防災対策

⑩お客様ニーズの適切な把握と、施策への反映

⑪利用しやすい料金施策の検討

⑫より安全・安心に走行いただくための積極的な情報発信

⑬温品ＰＡの魅力向上

⑭戦略的な広告・宣伝活動

重点施策３ 戦略的な利用促進（もっと便利で快適な道路サービスの提供）

⑮道路設備の機能向上とライフサイクルコストの削減

⑯コスト意識の浸透、創意工夫による事務的経費の縮減

⑰安定的な資金調達に向けた取組

⑱管理費の計画的な予算執行

⑲高架下空間の有効活用推進

⑳土木工事・設計等の効率化・適正化（生産性向上に向けた取組み）

㉑職員の能力開発と人材育成

㉒職員等のコンプライアンス意識の向上

㉓地域・社会への貢献

重点施策４ 経営基盤の強化と信頼の確保に向けた行動



第2部
財務状況・資金調達



 当公社では、財政状態や経営成績を明らかにするため、企業会計原則に準じた会計処理（発生主義・複

式簿記）を行っています。

原則
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特徴

1. 財務状況
会計処理の特徴

第2部 財務状況・資金調達

 広島高速道路の整備については、出資金・借入金で建設を行い、お客様から頂いた料金収入で借入金等

を一定の期間内に償還する有料道路制度を活用しています。償還完了後の道路は、本来の道路管理者

に引き渡します。

 有料道路制度においては、借入金等の償還状況を会計処理において適切に把握することが重要で、道路

への投下資金（借入金等）とその償還額を毎期明らかにするため、「道路資産」については企業会計にお

いて一般的に採用されている減価償却費を計上していません。

 借入金等の返済に充てた収支差（料金収入と管理費、利息等の費用の差）は、「償還準備金繰入」として

費用に計上し、その累計額を「償還準備金」として貸借対照表の負債の部に計上しています。

 これにより、貸借対照表上で、資産の部に計上される「道路資産」と負債の部に計上される「償還準備金」

とを対比することで、借入金の償還状況がわかりやすい仕組みになっています。



建設開始 建設完了

償還開始 償還期間 償還完了 道路資産の引渡し

貸
借
対
照
表

損
益
計
算
書

建設中 開通 営業中

道路建設
仮勘定

50

借入金等
50

道路資産
100

借入金等
95 道路資産

100

借入金等
85

道路資産
100

道路資産
100 借入金等

100

道路建設
仮勘定

0

道路資産の引渡し
（道路資産の削除）

公社の貸借対照表と損益計算書にみる償還準備金積立方式の仕組み

収入
20

管理費
5

金利
10

償還準備
金繰入 5

収入
20

管理費
5

金利
5

償還
準備金
繰入
10

償還
準備金 5

償還
準備金 15

借入金等
0

償還
準備金

100
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1. 財務状況
償還準備金積立方式の仕組み

第2部 財務状況・資金調達



1. 財務状況
平成30事業年度損益計算書の概要 ①

第2部 財務状況・資金調達

（単位：百万円）

費用の部 収益の部

科目

金額
増減率
（％）

科目

金額
増減率
（％）平成30

事業年度
平成29

事業年度
差額

平成30
事業年度

平成29
事業年度

差額

事業資産管理費 3,891 3,386 505 14.9 業務収入 12,199 12,031 168 1.4

一般管理費 436 435 1 0.2 道路料金収入 12,072 11,911 161 1.4

業務外費用 1,597 1,809 △ 212 △11.7 ＥＴＣマイレージ還元負担金 46 46 0 0.0

特別損失 192 0 192 皆増 業務雑収入 81 74 7 9.5

小計 6,116 5,630 486 8.6 業務外収入 43 16 27 168.8

引当金等繰入 6,126 6,417 △ 291 △4.5

償還準備金繰入 6,084 6,403 △ 319 △5.0

償還準備積立金繰入 42 14 28 200.0

合 計 12,242 12,047 195 1.6 合 計 12,242 12,047 195 1.6

※ 収益及び費用から受託業務費を除いています。
※ 係数毎に端数処理しているため、計において合致しないことがあります。
※ 増減率は端数処理後の値で算出しています。
※ 平成30年7月豪雨災害の復旧費用を特別損失として計上しています。
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第2部 財務状況・資金調達

1. 財務状況
平成30事業年度損益計算書の概要 ②

第2部 財務状況・資金調達

平成30年度の営業中道路の収支状況 一日当たりの通行台数と料金収入

 通行台数、料金収入共に堅調に推移

 平成26年3月、広島高速3号線Ⅲ期（吉島～観音、2.9ｋｍ）を供用

開始

 平成30事業年度は、約61億円の収支差益（償還準備金繰入等）を確保

年度
供用延長

（km）

日平均通行台数

（台）

日平均料金収入

（千円）

平成26年度 25.0 63,420 28,161

平成27年度 25.0 66,733 30,044

平成28年度 25.0 68,689 31,379

平成29年度 25.0 71,015 32,760

平成30年度 25.0 71,379 33,200

対前年度比※ 100.0% 100.5% 101.3%

（億円）

※平成29年度を100とした場合の平成30年度の指数を表しています。

※収益及び費用から受託業務費を除いています。

収益 122億円費用122億円

料金収入
121億円
（99％）

業務雑収入など
1億円
（1％）

借入金利息など
16億円
（13％）

償還準備金

繰入など

61億円

（50％）

管理費
43億円
（35％）

22

特別損失
2億円
（2％）



1. 財務状況
平成30事業年度貸借対照表の概要 ①

第2部 財務状況・資金調達

※ 係数毎に端数処理しているため、計において合致しないことがあります。
※ 増減率は端数処理後の値で算出しています。
※ 平成30年7月豪雨災害の復旧費用に対する国庫補助金を、資産見返補助金として計上しています。

（単位：百万円）

資産 負債及び資本

勘定科目

金額
増減率
（％）

勘定科目

金額
増減率
（％）平成30

事業年度
平成29

事業年度
差額

平成30
事業年度

平成29
事業年度

差額

流動資産 7,795 7,137 658 9.2 流動負債 29,210 28,452 758 2.7

現金・預金外 7,795 7,137 658 9.2 1年内返済金外 29,210 28,452 758 2.7

固定資産 382,353 379,445 2,908 0.8 固定負債 210,576 214,632 △ 4,056 △ 1.9

事業資産 304,279 304,279 0 0.0 広島高速道路債券 110,000 104,000 6,000 5.8

道路建設仮勘定 77,312 74,247 3,065 4.1 地方公共団体借入金 45,373 50,380 △ 5,007 △ 9.9

有形固定資産外 762 919 △ 157 △ 17.1 政府借入金 48,091 52,327 △ 4,236 △ 8.1

繰延資産 290 250 40 16.0 市中銀行等借入金等 6,775 7,744 △ 969 △ 12.5

借入金取扱諸費外 290 250 40 16.0 退職給付引当金 172 151 21 13.9

ＥＴＣマイレージ引当金 32 30 2 6.7

資産見返補助金 133 － 133 皆増

特別法上の引当金等 67,710 61,584 6,126 9.9

償還準備金 55,835 49,751 6,084 12.2

償還準備積立金 11,875 11,833 42 0.4

（負債合計） 307,497 304,669 2,828 0.9

基本金 82,807 82,030 777 0.9

地方公共団体出資金 82,807 82,030 777 0.9

剰余金 134 134 0 0.0

（資本合計） 82,941 82,164 777 0.9

資産合計 390,438 386,833 3,605 0.9 負債・資本合計 390,438 386,833 3,605 0.9

23



0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

償還対象事業費 償還準備金等

3 9 15 
18 

24 33 47 62 78 93 109 124 137 160 189 
225 

269 
318 

374 
434 

498 
558 

12 15 18 26 34 35 39 
41 

43 
61 

66 
71 

96 
106 

109 
112 

116 

116 

117 

118 

118 

119 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30

償還準備金 償還準備積立金

（億円）

償還準備金等677億円
 償還準備金 558億円
 償還準備積立金 119億円

営業中道路の
未償還額
2,366億円

営業中道路の
資産額

3,043億円

1. 財務状況
平成30事業年度貸借対照表の概要 ②

第2部 財務状況・資金調達

償還準備金繰入等は、堅調に推移しており、繰入の累計である償還準備金等は、

平成30年度末に677億円に。

677億円

24

（億円）
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1. 財務状況
収支状況の推移（H9～H30）

第2部 財務状況・資金調達

経年的にも、毎年度、着実に収支差益を確保

平成30年度の収支率は、50.1％。

 収支率とは、収益に対する費用（管理費＋金利等）の割合のことをいい、より具体的には、100円の収入を得る

ために必要となる管理費用の比率です。

収支率 ＝
収益（料金収入等）

管理費 ＋ 金利
×100

（％）

収支率の推移
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78.0 

68.9 
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1. 財務状況
償還率の推移（H9～H30）

第2部 財務状況・資金調達

償還率は、経年的にも堅調に上昇し、償還は着実に進展
※新規路線の供用開始年度は、営業中道路資産の増加により、償還率が一時的に低下することがあります。

 償還率とは、営業中路線の資産額に対する償還準備金（償還準備積立金を含む）の割合

償還率 ＝
営業中の道路資産

償還準備金
×100

償還率の推移

（％）

※新規路線の供用開始年度 平成11年度に広島高速3号線Ⅰ期を、平成13年度に広島高速4号線を、平成18年度に広島高速1号線延伸区間を、平成22年度に広島高速2
号線及び高速3号線Ⅱ期を、平成25年度に広島高速3号線Ⅲ期をそれぞれ供用開始している。
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1. 財務状況
平成30年度末 未償還金残高の状況

（億円）

第2部 財務状況・資金調達

※1 (旧)公営企業金融公庫

※2 係数毎に端数処理しているため、計において合致しないことがあります。

※3 未償還金残高には1年内返済予定長期借入金（1年以内に償還を迎える借入金）を含みます。

調達先
平成30年度末
未償還金残高

備 考

公

的

資

金

出資金 828
 設立団体（広島県・広島市）からの出資金
 出資割合は、広島県・広島市共に50％

無利子貸付金

（政府貸付金）
547

 国からの無利子貸付金
 設立団体の債務保証付
 償還期間20年（内据置5年）

特別転貸債 512

 設立団体が地方債として財政投融資

特別会計から借り入れたものを、同一

条件で証書借入
 償還期間20年（内据置5年）

計 1,887

民

間

資

金

市中銀行等
借入金
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 金融機関からの証書借入金
 設立団体の債務保証付
 償還期間5年

地方公共団体金
融機構借入金※1 42

 地方公共団体金融機構※1からの証書借入
 設立団体の債務保証付
 償還期間20年（内据置5年）

市場公募債 1,240

 広島高速道路債券
 設立団体の債務保証付
 償還期間10年・20年

計 1,317

合 計 3,204

 政府貸付金、市場公募債、地方公共団体金融機構借入金、市中

銀行等借入金については、いずれも元金及び利息について、設立

団体の債務保証が付されております。
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未償還金残高

3,204億円

公的資金
1,887億円
（59％）

民間資金

1,317億円

（41％）

出資金
828億円
（26％）

無利子
貸付金
547億円
（17％）

特別転貸債
512億円
（16％）

市場公募債
1,240億円
（39％）

地方公共団体
金融機構借入金

42億円
（1％）

市中銀行等借入金
35億円
（1％）
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2. 資金調達
令和元年度収入・支出予算

（百万円）

第2部 財務状況・資金調達

元金償還金 27,388

※ 上記予算額は、受託業務費を除いています

民間借入金
（市場公募債）

21,900

民間借入金
（証書借入）

1,110

特別転貸債
1,850

料金収入など 12,347

管理費 5,455

支払利息など 1,404

建設費等 7,400

支出合計 41,647百万円収入合計 41,647百万円
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管理費用
34,247

建設事業費
7,400政府貸付金 2,590

県市出資金 1,850



2. 資金調達
広島高速道路債券（市場公募債）の概要

発行予定額 未定

第2部 財務状況・資金調達

資金の使途 高速道路の建設資金及び長期借入金の借換資金

償還年限 未定（10年債、20年債又はその組合せ。いずれも満期一括償還）

発行時期 未定（令和元年12月及び令和2年2月予定）

債券の位置づけ 金融商品取引法第2条第3号（特別の法律により法人の発行する債券）に該当する有価証券です。

格付け 設立団体である広島県及び広島市の債務保証付き債券であることから、格付けは取得していません。

BIS
リスク・ウェイト

地方公共団体の債務保証がある場合、BIS規制上のリスク・ウエイトは、地方債と同じ0％です。

今後の方針 市場環境をみながら、今後も継続的に発行する予定です。

29



第2部 財務状況・資金調達方針

 地方道路公社法 第28条

設立団体は、法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律第三条 の規定にかかわらず、道路公社の債務について保証

契約をすることができる。

（参考） 法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律 第3条

政府又は地方公共団体は、会社その他の法人の債務については、保証契約をすることができない。ただし、財務大臣（地方公共

団体のする保証契約にあっては、総務大臣）の指定する会社その他の法人の債務については、この限りでない。

根拠法令

2. 資金調達
債務保証

 設立団体である広島県・広島市が、それぞれ元金と利息の1/2の額を分担して保証します。

 期限を過ぎても元金・利息の支払いが行われない場合、広島県・広島市が公社に代わって弁済を行います。

債務保証の内容

債務保証と損失補償のちがい

30

債務保証 損失補償

保証（補償）の対象 地方道路公社（当公社）・土地開発公社 住宅供給公社その他の第三セクター

保証（補償）の内容

 債務者が履行しなかった債務のすべて

 主たる債務が履行遅滞となるとただちに履行義務
を負う

 債務者が履行しなかった債務の一部でも可

 主たる債務の不履行の後、損失額が確定してから
補償

保証（補償）付債券の
BISリスク・ウェイト

0％ 20％



平成31年3月31日現在

償還方法：満期一括償還

当公社では、平成19年度から毎年度、市場公募債（広島高速道路債券）を継続的に発行

しており、その発行実績は以下のとおりです。

回号 発行日 発行額 年限 表面利率
発行価格

（債券100円あたり）
スプレッド
（対JGB）

第3回 H22.2.26 140億円 10年 1.463％ 100円 14bp

第4回 H23.2.28 110億円 10年 1.448％ 100円 13bp

第5回 H24.2.28 110億円 10年 1.032％ 100円 8bp

第6回 H25.2.28 100億円 10年 0.791％ 100円 4.5bp

第7回 H26.2.28 100億円 10年 0.694％ 100円 9bp

第8回 H27.2.28 90億円 10年 0.508％ 100円 11bp

第9回 H28.2.29 100億円 10年 0.230％ 100円 19bp

第10回 Ｈ29.2.28 60億円 10年 0.255％ 100円 16.5bp

第11回 Ｈ29.2.28 50億円 20年 0.763％ 100円 6.5bp

第12回 Ｈ30.2.22 80億円 10年 0.255％ 100円 18bp

第13回 Ｈ30.2.22 100億円 20年 0.625％ 100円 4bp

第14回 H31.2.21 100億円 10年 0.160％ 100円 18bp

第15回 H31.2.21 100億円 20年 0.472％ 100円 5bp

31

第2部 財務状況・資金調達方針

2. 資金調達
広島高速道路債券の発行実績



参考資料



事業の進め方

参考資料

マ
ス
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ー
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ン
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線
道
路
網
整
備
連
絡
協
議
会
）

地方公共団体

都
市
計
画
決
定
（広
島
県
知
事
）

路
線
認
定
（広
島
市
長
）

自
動
車
専
用
道
路
の
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定
（広
島
市
長
）

国

基
本
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画
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可
（国
土
交
通
大
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）
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可
（国
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通
大
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業
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着
手

事
業
の
完
成

供
用
開
始

運
営

料
金
認
可

（国
土
交
通
大
臣
）
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組織図 3部7課体制で、指定都市高速道路に係る計画、建設、管理を遂行

参考資料

監事

理事長

副理事長

理事

交通管理課

企画調査部 企画調査課

技術管理課

保全課

総務課

建設課

建設部

総務部

用地課
 役員5名 ※ 非常勤2名含む。

 職員66名
※ 平成31年4月現在

34

職員構成 職員構成（職種別）

公社固有

28

広島県

18

広島市

20 事務職員

26
技術職員
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償還計画図

参考資料

※ 料金認可（平成26年3月）の値を使用し、現在供用中の路線である、広島高速1号線、2号線、3号線、4号線の料金収入や建設・管理に要する収入・費用にもとづく償還計画をイメー
ジとして作成しています。換算起算日（全路線の平均的開通日・平成18年10月）から36年8か月で償還が完了する計画です。
現在建設中の広島高速5号線が供用開始された場合には、新たな償還計画に基づいたイメージ図に変更される予定です。
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広島高速道路の償還計画

供用延長：25.0km 事業費：3,050億円 償還完了：令和25（平成55）年度

未
償
還
残
高

（億円） （億円）

料
金
収
入
・管
理
費
・利
息

料金収入

利 息

管理費

単年度収支差

未償還残高（右軸）

（換算起算日）H18.10
償還期間：37年間



平成30年度キャッシュフロー計算書

参考資料

平成30
年度

平成29
年度

増減額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー A B A-B

償還準備金繰入等 6,126 6,417 △291

減価償却費 129 130 △1

賞与引当金繰入額 2 32 △30

退職給付費用 22 10 12

ＥＴＣマイレージ引当金繰入 2 0 2

債券発行費等償却額 27 25 2

雑損 － － －

受取利息 0 0 0

債券支払利息 791 883 △92

借入金支払利息 774 895 △121

未収金等増減額 445 △118 563

棚卸資産増減額 △2 △13 11

未払金等増減額 377 148 229

小計 8,693 8,409 284

利息の受取額 0 0 0

債券利息の支払額 △791 △883 92

借入金利息の支払額 △775 △895 120

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,127 6,631 496

平成30
年度

平成29
年度

増減額

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー A B A-B

有価証券の取得による支出 △1,000 △7,000 6,000

有価証券の売却による収入 1,000 7,000 △6,000

事業資産の取得による支出 － － －

事業資産の売却による収入 － － －

建設仮勘定の取得による支出 △4,516 △5,186 670

固定資産の取得による支出 △80 △75 △5

固定資産の売却による収入 61 87 △26

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,535 △5,174 639

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入による収入 － － －

短期借入の返済による支出 － － －

長期借入による収入 4,035 4,550 △515

長期借入の返済による支出 △15,576 △15,103 △473

債券の発行による収入 20,000 18,000 2,000

債券の償還による支出 △10,000 △10,000 0

補助金の受入による収入 133 － 133

補助金の返還による支出 － － －

出資金の受入による収入 777 1,600 △823

財務活動によるキャッシュ・フロー △631 △953 322

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 1,961 504 1,457

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 3,941 3,437 504

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 5,902 3,941 1,961

（単位：百万円）
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 本資料は、債券投資家の皆さまへの情報提供のみを目的としたものであり、債券の募集、売出し、売買など

の勧誘を目的としたものではありません。

 債券の投資判断にあたりましては、当該債券の発行などにあたり作成された最終債券内容説明書などに記

載された条件、内容や仕組み、その他入手可能な直近情報などを必ずご確認いただきますようお願い申し

上げます。

 また、本資料の中でお示しした将来の見通し又は予測は、当公社として現時点で妥当と考えられる範囲内

にあるものの、確実な実現を約束するものではありません。

TEL 082 - 508 - 6848

FAX 082 - 508 - 6849

URL http://www.h-exp.or.jp

広島高速道路公社

総務部総務課（経理係）

本件に関するお問い合わせ先


